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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第65期
第３四半期
連結累計期間

第66期
第３四半期
連結累計期間

第65期

会計期間
自 平成24年６月21日
至 平成25年３月20日

自 平成25年６月21日
至 平成26年３月20日

自 平成24年６月21日
至 平成25年６月20日

売上高（千円） 21,077,346 21,863,502 29,284,344

経常利益（千円） 523,583 1,083,309 800,223

四半期（当期）純利益（千円） 437,247 569,878 538,238

四半期包括利益又は包括利益（千円） 842,003 608,347 1,137,443

純資産額（千円） 16,778,772 17,792,491 17,074,059

総資産額（千円） 26,877,593 29,993,946 24,381,525

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 15.80 20.50 19.45

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利

益金額（円）
－ 20.48 －

自己資本比率（％） 61.5 58.4 69.0

　

回次
第65期

第３四半期連結
会計期間

第66期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自 平成24年12月21日
至 平成25年３月20日

自 平成25年12月21日
至 平成26年３月20日

１株当たり四半期純利益金額（円） 12.50 15.11

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第65期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため記載しておりません。　

４．第65期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

　

　

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社および当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありま

せん。

　なお、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

（ライフスタイル雑貨事業）

　当第３四半期連結会計期間において、株式会社ぼん家具の株式取得及び株式交換により、同社を連結の範囲に含め

ております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、新たに締結した重要な契約は次のとおりであります。　

（1）株式譲渡契約及び株式交換契約　

　当社は、平成25年12月25日開催の取締役会において、株式会社ぼん家具の株式を取得し、その後当社を完全親会

社、株式会社ぼん家具を完全子会社とする簡易株式交換を行うことを決議し、同日付で株式譲渡契約及び株式交換契

約を締結いたしました。

　詳細は、「第４　経理の状況　１.四半期財務諸表　注記事項（企業結合等関係）」に記載のとおりであります。

　

（2）借入契約　

　当社は、株式会社ぼん家具株式取得に必要な資金を調達するため、平成26年１月20日に金融機関から以下の借入

（ブリッジローン）を行いました。本資金については、長期の資金への借り換えを実施する予定です。

①株式会社三井住友銀行

(1)借入金額　　　　　　　　　　　　1,200,000千円

(2)利率　　　　　　　　　　　　　　変動金利（基準金利＋スプレッド）

(3)借入実行日　　　　　　　　　　　平成26年１月20日

(4)最終返済日　　　　　　　　　　　平成26年３月31日

(5)担保提供資産または保証の内容　　なし

(6)その他　　　　　　　　　　　　　なし　

②株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

(1)借入金額　　　　　　　　　　　　800,000千円

(2)利率　　　　　　　　　　　　　　変動金利（基準金利＋スプレッド）

(3)借入実行日　　　　　　　　　　　平成26年１月20日

(4)最終返済日　　　　　　　　　　　平成26年４月17日

(5)担保提供資産または保証の内容　　なし

(6)その他　　　　　　　　　　　　　なし
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が

判断したものであります。

(1) 業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による経済政策や日本銀行による金融政策により、円安

が進行し株価が上昇するにつれ、消費者心理や企業の業況判断にも改善の動きが見られました。今後、短期では消

費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動減が懸念される状況にありますが、長期的には緩やかに回復していくも

のと思われます。

　この様な状況のもと、当社グループでは、新規概念商品を中心とした新製品の投入による積極的な販売活動を展

開いたしました。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の業績につきましては、売上高 218億 6,350万円（前年同期比 3.7％

増）、営業利益 9億 9,611万円（前年同期比 134.4％増）、経常利益 10億 8,330万円（前年同期比 106.9％

増）、四半期純利益 5億 6,987万円（前年同期比 30.3％増）となりました。

　

　セグメントの業績は次のとおりであります。

① 文具事務用品事業

　ステーショナリーにおきましては、昨年、為替変動や生産国の人件費および物価上昇の影響により、ファイル関

係の一部商品において価格改定いたしました。一方で、特に高いご支持を頂いておりました「シンプリーズ クリ

アーファイル」や「スキットマン 取扱説明書ファイル」の一部商品では価格優先のお客様にもご満足いただける

ようにラインアップを新たに追加した他、「シンプリーズ」シリーズでは「レールファイル」や「Ｚファイル（透

明）」など、新たなアイテムを拡充してまいりました。また、平成26年２月に発売した「クリアーファイル ホル

ダーイン」は伸長しているホルダーカテゴリーに着目し、「クリアーホルダー」のように使える「クリアーファイ

ル」として新しいファイリングスタイルをご提案し、高いご支持を頂いております。その他、昨年、累計販売冊数

が300万冊を突破した「ショットノート」シリーズは、ノベルティー商品として幅広い業界の企業様からご好評を

いただいております。

　電子製品におきましては、第２四半期連結累計期間までに発売した「デスクショット」や「バテリオ（ノートカ

バータイプ）」に加え、平成26年１月に発売したパソコン画面の必要な部分だけを印刷できる「ココドリ」や、撮

影と同時に画像をパソコンに取り込める「カメラ付マウス」など、デジタル文具の市場拡大に努めてまいりまし

た。また、周囲の環境騒音を約90％カットしながら、人の呼びかけ声などは聞き取ることができる「デジタル耳せ

ん」は、平成26年２月の商品発表と同時に高いご支持を頂いております。「テプラ」は、昨年25周年を迎えること

ができました。平成25年10月には、ホームモデル１機種、幅広い世代に人気のキャラクター「リラックマ」を採用

したモデル、オフィス向けパソコン接続専用モデルを発売し、テープの利用促進も含め、需要拡大を図ってまいり

ました。

　この結果、売上高は 187億 5,235万円（前年同期比 3.3％増）、営業利益は 8億 2,101万円（前年同期比

 394.0％増）となりました。

② ライフスタイル雑貨事業

　前連結会計年度の売上減少をカバーする、新たな商品の投入と拡販に努めました。

　㈱ラドンナでは、より女性らしい繊細なデザインを施したアロマディフューザー「エタニティ」や超音波加湿器

「カレイド」を発売しました。その他、キッチン家電等も好調に推移し、前期のマッサージクッションの売上落ち

込みをカバーいたしました。㈱Ｇクラッセでは、スマートフォンのアクセサリーシリーズやペットボトル加湿器を

新たに提案し、拡販に努めてまいりました。㈱アスカ商会では、さまざまな使用シーンを考慮し、色・サイズ・質

感にこだわったアーティフィシャル・フラワーを提案してまいりました。

　この結果、売上高は 31億 1,114万円（前年同期比 6.2％増）、営業利益は 1億 6,432万円（前年同期比 21.7％

減）となりました。

　

(2) 財政状態の状況

 当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比較して、56億 1,242万円増加し、299億 9,394

万円となりました。これは主に、文具事務用品事業の需要期による受取手形及び売掛金の増加や、商品及び製品

の増加によるものであります。また、株式会社ぼん家具を連結の範囲に含めたことによる現預金、棚卸資産、の

れんの増加があったことによるものであります。

　負債合計は、前連結会計年度末と比較して、48億 9,398万円増加し、122億 145万円となりました。これは主

に、借入金の増加や、需要期による支払手形及び買掛金の増加があったことによるものであります。

　純資産合計は、前連結会計年度末と比較して、7億 1,843万円増加し、177億 9,249万円となりました。これは

主に、自己株式の減少があったことによるものであります。
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　なお、当社は財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

① 基本方針の概要

　当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社が企業価値

ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者である必要があると考えて

います。当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の株主全体の意思に基づ

き行われるべきものと考えております。また、当社は、当社株式について大量買付がなされる場合、これが当社の

企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであれば、これを否定するものではありません。

　しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な

侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の

大量買付の内容等について検討しあるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供

しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との協議・交渉を必要と

するもの等、対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

　当社は、企業価値の確保・向上に努めておりますが、特に、当社の企業価値の源泉は、（イ）情報活用環境で

の、秀でた商品開発力・提案力、（ロ）安心のブランド力、（ハ）広い販売力と顧客サポート力、更には（ニ）全

従業員に根付いた健全・研鑚・貢献・全員経営の企業風土にあります。当社株式の大量買付を行う者が当社の企業

価値の源泉を理解し、これらを中長期的に確保し、向上させられるのでなければ、当社の企業価値ひいては株主共

同の利益は毀損されることになります。

　当社としては、このような当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さない大量買付を行う者は、当社の財務

および事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付に対しては必要かつ相当

な対抗をすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。

② 基本方針実現のための具体的取組みの概要

(イ) 基本方針の実現に資する特別な取組みの概要

　当社は、「基盤事業の強化」、「育成分野の成長・収益拡大」、「企業体質の強化」を柱とした事業展開を当社

の基本的な成長戦略と位置付けております。

　「基盤事業の強化」は、キングファイルを中心とするステーショナリー事業と電子製品のテプラ事業で構成され

ます。ステーショナリー事業においては、キングファイルの強化はもちろんのこと、機能性に優れた次世代ファイ

ルを開発、投入し、新たな市場を開拓することでシェア№１の地位を築いてまいります。テプラ事業におきまして

は、オフィス向け、家庭向け、女性向けなどさまざまなニーズに対応した商品の開発、パソコン環境との連携の強

化、テープの用途提案などにより事業の拡大を進めていきます。これらのステーショナリー事業とテプラ事業で安

定した収益基盤を築き、今後の成長戦略の基礎といたします。

 「育成分野の成長・収益拡大」は、主にデジタル文具事業、デジアナ文具事業などで構成されます。当社は「ポ

メラ」、「ピットレック」、「マウス型スキャナ」をはじめとする新ジャンルの商品を開発しました。これらの商

品はデジタル文具事業として一つの事業に成長しました。他にも、「ショットノート」に代表されるアナログとデ

ジタル技術の融合した次世代のノートはデジアナ文具事業として当社の売上の一部を構成するまでに至りました。

これらの商品開発力は、「独創的な商品を開発」するという経営理念を具現化したものと言えます。今後も当社の

開発力を生かして事業の育成と拡大に努めてまいります。

  「企業体質の強化」については、営業、製造、管理部門などを含めた全社的コストの削減を推進すると同時に、

海外の生産子会社のコストの削減により、将来にわたる収益力の向上に努めてまいります。また、販売拠点を上

海、香港に置いておりますが、生産拠点のベトナム、インドネシアにも新たに販売拠点を設置しました。これによ

り積極的な海外販売を進めていくことが可能になり、今後は成長著しい東南アジア市場に向けて販売を強化してま

いります。

　これらの３つの施策により、収益の安定供給と新たな収益源の育成、体質の強化、そしてグローバルな事業拡大

を成長戦略と位置付け、企業価値の最大化に取り組んでまいります。

　また、コーポレート・ガバナンス強化のため、平成15年より執行役員制度を導入し、業務執行のスピード化を

図っております。当社は、経営の客観性を高めるため、当社から独立した社外取締役１名を選任しております。社

外取締役は、月１回以上開催される取締役会に出席し、専門家の立場から各取締役の業務執行を監督しておりま

す。また、経営の公正性・健全性・透明性と監査の実効性をより高めるため、当社から独立した社外監査役３名を

選任しております。社外監査役は、専門的かつ客観的、第三者的立場から監査しております。なお、当社は社外取

締役１名および社外監査役３名を独立役員に指定して東京証券取引所に届け出ており、一般投資家の保護を図って

おります。これらのコーポレート・ガバナンスの強化の実を上げるため、当社は、コンプライアンスプログラムを

経営理念・行動指針に次ぐ最上位規程として位置づけております。また、万一、コンプライアンス上疑義ある行為

が行われ、また行われようとすることに気付いた者は、スピークアウト制度により、社外の顧問弁護士に通報する

ことができる体制を採用しております。
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(ロ) 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するた

めの取組みの概要

　当社は、平成25年８月２日開催の取締役会において「当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）」

の内容を一部改定した上で更新することを決議し（以下「本更新」といい、改定後のプランを「本プラン」といい

ます。）、同年９月19日開催の第65回定時株主総会において本プランの更新について承認を得ております。

　本プランは、次のⅠ又はⅡに該当する当社株券等の買付その他の取得又はこれらに類似する行為（これらの提案

を含みます。）（当社取締役会が本プランを適用しない旨別途決定したものを除くものとし、以下「買付等」とい

います。）がなされる場合を適用対象とします。買付等を行おうとする者（以下「買付者等」といいます。）に

は、予め本プランに定められる手続に従っていただくこととします。

　Ⅰ.当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付その他の取得

　Ⅱ.当社が発行者である株券等について、公開買付けを行う者の株券等所有割合およびその特別関係者の株券等

所有割合の合計が20％以上となる公開買付け

　本プランは、これらの買付等が行われようとする際に、それに応じるべきか否かを株主の皆様が判断するために

必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために交渉を行うこと等を可能とするものです。また、上記基本方

針に反し、当社の企業価値・株主共同の利益を毀損する買付等を阻止することにより、当社の企業価値・株主共同

の利益を確保・向上させることを目的としております。

　当社の株券等について買付等が行われる場合、当該買付等に係る買付者等には、買付内容等の検討に必要な情報

および本プランを遵守する旨の法的拘束力のある誓約文言等を記載した書面の提出を求めます。その後、買付者等

から提出された情報や当社取締役会からの意見や根拠資料、代替案（もしあれば）が、業務執行を行う経営陣から

独立している当社社外取締役、当社社外監査役〔もしくはこれに準ずる監査役（過去に当社又は当社の子会社の社

外取締役であったために、会社法第２条第16号の要件を充足しない監査役を含みます。以下同様とします。）〕、

又は社外の有識者（現時点においては業務執行を行う経営陣から独立している社外取締役１名および社外の有識者

２名）から構成される独立委員会に提供され、その評価、検討を経るものとします。独立委員会は、外部専門家等

の助言を独自に得た上、買付内容の評価・検討、当社取締役会の提示した代替案の検討、買付者等との交渉、なら

びに以下の勧告等を行います。

　独立委員会は、買付者等が本プランに規定する手続を遵守しなかった場合、又は当該買付等の内容の検討、買付

者等との協議・交渉等の結果、当該買付等が当社の企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたら

すおそれのある買付等である場合など本プランに定める要件に該当し、後述する新株予約権の無償割当てを実施す

ることが相当であると判断した場合には、独立委員会規則に従い、当社取締役会に対して、新株予約権の無償割当

てを実施することを勧告します。

　また、当社取締役会は、本プランに定める場合には、本プランに従った新株予約権の無償割当てを実施するに際

して、実務上可能な限り最短の期間で株主総会を開催できるように、速やかに株主総会を招集し、株主の皆様の意

思を確認することができるものとします。

　この新株予約権には、買付者等による権利行使が認められないという行使条件、および当社が買付者等以外の者

から当社株式等と引換えに新株予約権を取得することができる旨の取得条項が付されております。この新株予約権

を割り当てられた株主は、原則として、１円(を下限として当社株式１株の時価の２分の１の金額を上限とする範

囲内で当社取締役会が新株予約権無償割当ての決議において定める金額)を払い込むことにより、新株予約権を行

使し、当社株式１株を取得することができます。当社取締役会は、独立委員会の上記勧告を最大限尊重して新株予

約権無償割当ての実施又は不実施等の決議を行うものとします。

　本プランの運用に際しては、当社取締役会は、適用ある法令又は東京証券取引所の諸規程等に従い、本プランの

各手続の進捗状況、独立委員会による勧告等の概要、当社取締役会の決議の概要、当社株主総会の決議の概要、そ

の他独立委員会又は当社取締役会が適切と判断する事項について、適時に情報開示を行います。

　本プランの有効期間は、平成25年９月開催の定時株主総会後３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会終結の時までです。但し、有効期間の満了前であっても、株主総会または取締役会により本プラ

ンを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されることになります。

　本更新後であっても、新株予約権無償割当てが実施されていない場合、本プランによって株主の皆様に直接具体

的な影響が生じることはありません。他方、本プランが発動され、新株予約権無償割当てが実施された場合、株主

の皆様が新株予約権行使の手続を行わないとその保有する株式が希釈化される場合があります（但し、当社が当社

株式を対価として新株予約権の取得を行った場合、株式の希釈化は生じません。）。

　なお、本プランの詳細については、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載する平成25年８月２日付プレス

リリースをご覧下さい。（http://www.kingjim.co.jp）
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③ 具体的取組みに対する当社取締役会の判断およびその理由

　本プランは、当社の経営計画に基づく各施策、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に向

上させるための具体的方策として策定され更新されたものであり、まさに当社の基本方針に沿うものです。

　また、本プランは、前記②(ロ)記載のとおり、企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させる目的をもっ

て更新されたものであり、当社の基本方針に沿うものです。特に、本プランは、株主総会で承認を得て導入され更

新されたものであること、その内容として合理的な客観的要件が設定されていること、業務執行を行う経営陣から

独立している当社社外取締役、当社社外監査役（もしくはこれに準ずる監査役）、又は社外の有識者によって構成

される独立委員会が設置され、本プランの発動に際しては必ず独立委員会の判断を経ることが必要とされているこ

と、独立委員会は当社の費用で外部専門家を利用することができるとされていること、有効期間が最長約３年と定

められた上、取締役会によりいつでも廃止できるとされていることなどにより、その公正性・客観性が担保されて

おり、企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであって、当社の会社役員の地位の維持を目的とするもので

はありません。

 

(4) 研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、5億 2,302万円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成26年３月20日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年４月30日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 32,459,692 32,459,692
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株　

計 32,459,692 32,459,692 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減
額（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成26年12月21日～

平成26年３月20日
－ 32,459,692 － 1,978,690 － 1,840,956

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成25年12月20日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

 平成26年３月20日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 4,787,800
― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 27,653,000 276,530 ―

単元未満株式 普通株式    18,892 ― ―

発行済株式総数 32,459,692 ― ―

総株主の議決権 ― 276,530 ―

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が 5,400株含まれております。ま

た、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数 54個が含まれております。

②【自己株式等】

 平成26年３月20日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

㈱キングジム

東京都千代田区東神

田二丁目10番18号
4,787,800 ― 4,787,800 14.75

計 ― 4,787,800 ― 4,787,800 47.75

　

　

２【役員の状況】

　該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成25年12月21日から平

成26年３月20日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年６月21日から平成26年３月20日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年６月20日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年３月20日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,272,840 4,737,569

受取手形及び売掛金 4,281,751 5,809,413

有価証券 10,472 10,477

商品及び製品 5,003,112 6,183,355

仕掛品 381,916 402,726

原材料及び貯蔵品 1,180,793 1,240,165

繰延税金資産 179,272 200,959

その他 803,982 1,296,813

貸倒引当金 △14,051 △14,151

流動資産合計 15,100,090 19,867,328

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 6,556,504 6,874,995

減価償却累計額 △3,829,401 △4,112,304

建物及び構築物（純額） 2,727,102 2,762,691

機械装置及び運搬具 2,741,334 2,749,453

減価償却累計額 △1,906,203 △1,932,355

機械装置及び運搬具（純額） 835,131 817,098

土地 2,032,510 2,071,113

建設仮勘定 42,700 26,700

その他 2,513,380 2,535,013

減価償却累計額 △2,306,590 △2,324,953

その他（純額） 206,790 210,060

有形固定資産合計 5,844,235 5,887,663

無形固定資産

のれん 118,522 1,060,348

その他 388,487 377,408

無形固定資産合計 507,009 1,437,756

投資その他の資産

投資有価証券 1,381,498 1,674,912

繰延税金資産 53,080 42,072

保険積立金 210,472 216,174

その他 1,479,884 1,060,755

貸倒引当金 △194,746 △192,717

投資その他の資産合計 2,930,189 2,801,197

固定資産合計 9,281,435 10,126,617

資産合計 24,381,525 29,993,946
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年６月20日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年３月20日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,348,513 3,247,113

短期借入金 640,000 4,520,000

1年内返済予定の長期借入金 600,000 660,000

未払法人税等 84,548 388,938

未払金 403,647 587,425

役員賞与引当金 12,394 8,525

その他 710,833 944,464

流動負債合計 4,799,936 10,356,465

固定負債

長期借入金 1,800,000 1,245,000

繰延税金負債 24,293 46,413

退職給付引当金 308,870 204,662

役員退職慰労引当金 246,818 2,610

資産除去債務 16,205 16,427

その他 111,343 329,875

固定負債合計 2,507,529 1,844,989

負債合計 7,307,466 12,201,455

純資産の部

株主資本

資本金 1,978,690 1,978,690

資本剰余金 2,674,999 2,514,344

利益剰余金 16,660,937 16,843,408

自己株式 △4,231,006 △3,590,839

株主資本合計 17,083,620 17,745,605

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 44,506 130,542

繰延ヘッジ損益 － △460

為替換算調整勘定 △311,543 △356,769

その他の包括利益累計額合計 △267,037 △226,688

新株予約権 － 17,979

少数株主持分 257,475 255,595

純資産合計 17,074,059 17,792,491

負債純資産合計 24,381,525 29,993,946
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成24年６月21日
　至　平成25年３月20日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成25年６月21日
　至　平成26年３月20日)

売上高 21,077,346 21,863,502

売上原価 13,096,430 13,810,693

売上総利益 7,980,915 8,052,809

販売費及び一般管理費 7,555,932 7,056,691

営業利益 424,983 996,118

営業外収益

受取利息 6,388 10,609

受取配当金 28,636 29,576

為替差益 61,385 43,593

屑売却益 47,611 44,675

その他 21,798 26,688

営業外収益合計 165,820 155,143

営業外費用

支払利息 30,260 28,487

減価償却費 18,774 16,743

その他 18,186 22,722

営業外費用合計 67,220 67,952

経常利益 523,583 1,083,309

特別利益

固定資産売却益 299 1,559

新株予約権戻入益 33,066 －

特別利益合計 33,365 1,559

特別損失

固定資産除売却損 16,895 3,739

投資有価証券売却損 3,725 －

減損損失 － 162,792

特別損失合計 20,621 166,531

税金等調整前四半期純利益 536,327 918,336

法人税、住民税及び事業税 74,351 328,429

法人税等調整額 7,091 7,293

法人税等合計 81,443 335,723

少数株主損益調整前四半期純利益 454,883 582,612

少数株主利益 17,636 12,734

四半期純利益 437,247 569,878
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成24年６月21日
　至　平成25年３月20日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成25年６月21日
　至　平成26年３月20日)

少数株主損益調整前四半期純利益 454,883 582,612

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 192,444 86,035

繰延ヘッジ損益 － △460

為替換算調整勘定 194,675 △59,840

その他の包括利益合計 387,120 25,734

四半期包括利益 842,003 608,347

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 784,545 610,227

少数株主に係る四半期包括利益 57,458 △1,880
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結範囲の重要な変更

　当第３四半期連結会計期間において、株式会社ぼん家具の株式取得及び株式交換により、同社を連結の範囲に含

めております。

　

（会計方針の変更）

該当事項はありません。　

　

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

　

（追加情報）

　平成26年３月31日に、「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）、「地方税法等の一部を改

正する法律」（平成26年法律第４号）及び「地方法人税法」（平成26年法律第11号）が公布され、平成26年４月１

日以降開始する連結会計年度より法人税率等が変更されることとなりました。これに伴い、平成26年６月21日から

開始する連結会計年度において解消が見込まれる一時差異については、繰延税金資産及び繰延税金負債を計算する

法定実効税率が38.01％から35.64％に変更されます。

　なお、変更後の法定実効税率を当第３四半期連結会計期間末に適用した場合、繰延税金資産（繰延税金負債の額

を控除した金額）が 16,825千円減少し、繰延ヘッジ損益が 17千円、法人税等調整額が 16,808千円それぞれ増加

します。　

　

（四半期連結貸借対照表関係）

当座貸越契約

当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と当座貸越契約を締結しております。これ

ら契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成25年６月20日）
当第３四半期連結会計期間
（平成26年３月20日）

当座貸越極度額の総額 4,200,000千円 6,200,000千円

借入実行残高 640,000 4,520,000

差引額 3,560,000 1,680,000

 　

（四半期連結損益計算書関係）

売上高の季節的変動

前第３四半期連結累計期間（自 平成24年６月21日 至 平成25年３月20日）及び当第３四半期連結累計期間

（自 平成25年６月21日 至 平成26年３月20日）

　当社グループのうち、主力事業である文具事務用品事業は、主として３月を中心に需要が上昇して行くため、

通常、第３四半期連結累計期間の売上高が、第２四半期連結累計期間までの売上高に比べ著しく増加する傾向に

あります。 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）並びにのれん及び負ののれ

んの償却額は、次のとおりであります。

  
前第３四半期連結累計期間
（自  平成24年６月21日
至  平成25年３月20日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成25年６月21日
至  平成26年３月20日）

減価償却費 449,535千円 464,823千円

のれんの償却額 24,636千円 24,636千円

負ののれんの償却額 1,883千円 －千円

　

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成24年６月21日　至　平成25年３月20日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年９月19日

定時株主総会
普通株式 193,705 7 平成24年６月20日 平成24年９月20日 利益剰余金

平成25年２月１日

取締役会
普通株式 193,705 7 平成24年12月20日 平成25年３月５日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

　　該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。

 　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成25年６月21日　至　平成26年３月20日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年９月19日

定時株主総会
普通株式 193,704 7 平成25年６月20日 平成25年９月20日 利益剰余金

平成26年１月31日

取締役会
普通株式 193,702 7 平成25年12月20日 平成26年３月４日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

　　該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自 平成24年６月21日　至 平成25年３月20日）

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

（単位：千円）

　 報告セグメント

調整額
（注）１　

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２ 

文具事務用品
事業　

ライフスタイル
雑貨事業　

計

売上高                     

外部顧客への売上高 18,148,265 2,929,081 21,077,346 ― 21,077,346

セグメント間の内部売上高

又は振替高
39,590 109,583 149,174 (149,174) ―

計 18,187,855 3,038,665 21,226,520 (149,174) 21,077,346

セグメント利益 166,198 209,922 376,120 48,862 424,983

（注）１．セグメント利益の調整額 48,862千円は、セグメント間取引消去に伴う調整等であります。

　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自 平成25年６月21日　至 平成26年３月20日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

（単位：千円）

　 報告セグメント

調整額
（注）１　

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２ 

文具事務用品
事業　

ライフスタイル
雑貨事業　

計

売上高                     

外部顧客への売上高 18,752,356 3,111,146 21,863,502 ― 21,863,502

セグメント間の内部売上高

又は振替高
54,276 115,215 169,491 (169,491) ―

計 18,806,633 3,226,361 22,032,994 (169,491) 21,863,502

セグメント利益 821,018 164,326 985,344 10,773 996,118

（注）１．セグメント利益の調整額 10,773千円は、セグメント間取引消去に伴う調整等であります。

　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

　２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　（固定資産に係る重要な減損損失）

　　「文具事務用品事業」において、当社が売却を進めている遊休資産については、売却時に見込んでいる売

却損失を減損損失として計上しております。また、電子書籍・出版ソリューションに係るのれん及び自社利

用ソフトウエア等については、売上不振につき回収可能価額をゼロと見積り、減損損失として計上しており

ます。なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては、162,792千円であります。

　　

　（のれんの金額の重要な変動）

　　「ライフスタイル雑貨事業」において、当社は株式会社ぼん家具の株式取得及び株式交換により、のれん

が発生しております。当該事象によるのれんの増加額は、当第３四半期連結累計期間において989,559千円

であります。また、「文具事務用品事業」において、電子書籍・出版ソリューションに係るのれんについて

は、売上不振につき回収可能価額をゼロと見積り、減損損失を計上しております。当該事象によるのれんの

減損損失額は、当第３四半期連結累計期間において23,097千円であります。
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（企業結合等関係）

　当社は、平成25年12月25日開催の取締役会において、株式会社ぼん家具（本社：和歌山県海南市 代表取締役社

長 樋尻由三、以下「ぼん家具」）の株式を取得し（以下「本件株式取得」）、その後当社を完全親会社、ぼん家

具を完全子会社とする簡易株式交換（以下「本件株式交換」といい、「本件株式取得」と併せて「本件統合」と総

称する。）を行うことを決議し、下記のとおり同日付で株式譲渡契約及び株式交換契約を締結いたしました。

　なお、本件株式交換は会社法796条３項の規定に基づき、当社の株主総会の承認を必要としない簡易株式交換で

あります。

１．企業結合の概要

(1) 被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称　株式会社ぼん家具

事業の内容　　　　家具のインターネットによる通信販売

(2) 企業結合を行った理由

　当社グループは、文具事務用品及びインテリア雑貨の製造・企画・販売事業を展開しており、成長戦略の

柱としてデジタル雑貨やデジタル事業の拡大を目指しております。

　一方、ぼん家具は、コンシューマー向けにインターネットによるオリジナルの家具等の販売を主体とし、

安定した品質により強い顧客基盤を有しております。

　Ｅコマース市場がますます躍進する状況下、当社グループは、ぼん家具が保有する強い顧客基盤を活用

し、当社グループの事業における新たな需要創造を、また、ぼん家具は商品ラインナップの充実による顧客

層の拡大を図ります。さらに調達面での両社のリレーションを強化するなどシナジー効果を創出することで

事業拡大を目指すという認識が両社で一致したことから、本件統合について合意いたしました。

(3) 企業結合日

平成26年１月22日及び30日（みなし企業結合日　平成26年１月31日）

(4) 企業結合の法的形式

現金による株式の取得及び株式交換

(5) 結合後企業の名称

結合後の企業名称の変更はありません。

(6) 取得した議決権比率

現金によるもの　　　　　80％

株式交換によるのもの　　20％

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として、株式を取得するためであります。

２. 被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価
現金

企業結合日に交付した自己株式の時価

2,000,000千円

479,709千円

取得に直接要した支出額 アドバイザリー費用等 118,775千円

取得原価 　 　2,598,484千円

　

３. 取得の対価として株式を交付した場合の、株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付又は交付予定

の株式数

(1) 本件株式交換に係る割当の内容

会社名
株式会社キングジム

（株式交換完全親会社）

株式会社ぼん家具

（株式交換完全子会社）

株式交換に係る割当比率

（株式交換比率）
1 18,115.94

株式交換により交付する株式数 普通株式：724,637.6株

（株式会社キングジムは、その保有する自己株式 724,637.6株を本件株

式交換の対価として割当て交付いたします。）

（注）株式交換比率

　ぼん家具株式１株に対して、当社株式 18,115.94株を割当て交付いたします。ただし、効力発生日（平成

26年１月30日）時点において当社が保有するぼん家具株式については、本件株式交換による株式の割当て交

付は行いません。
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(2) 本株式交換に係る割当の内容の算定根拠等

　当社の株式価値については、当社が東京証券取引所第一部市場に上場していることから、第三者算定機関

の意見を聴取せずに、市場価格を参考に算定いたしました。具体的には、株式交換契約の締結日の前日であ

る平成25年12月24日を算定基準日とした上で、算定対象となる株価観測期間については、短期間では一時的

な株価変動要因の影響を受けやすい、他方で、必要以上の長期間では現時点での企業価値が適切に反映され

ていない可能性があることから、算定基準日から直近3ヶ月間の東京証券取引所第一部市場における当社の

株価終値の平均値を採用いたしました。また、出来高加重を反映した方法を採用すると、偶然的要因による

出来高の増減の影響を受ける可能性があることから、単純平均法を採用いたしました。

　これらを算定の基礎とした結果、当社は当社株式の１株当たりの価額を690円と算定いたしました。

　これに対して、ぼん家具の株式価値については、本件株式取得の実行日から本件株式交換の効力発生日ま

での期間が短期であり、かつ、現時点では、当該期間においてぼん家具の株式価値に重大な影響を与える可

能性のある事象が発生するおそれを認識していないことから、当社は、本件株式取得において算定された株

式価値を採用し、ぼん家具株式１株当たりの価額を12,500千円と算定いたしました。

　その上で、ぼん家具に対する外部専門家によるデューデリジェンスの結果及び両社の財務状況、業績動

向、株価動向等を勘案した双方協議の結果、当社は、本件株式交換における株式交換比率については上記

（1）の比率が妥当であると判断し、平成25年12月25日に開催された取締役会において、本件株式交換にお

ける株式交換比率を決定し、同日、ぼん家具との間で株式交換契約を締結いたしました。

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間又は負ののれん発生益の金額及び発生原因

（1）発生したのれんの金額

989,559千円

（2）発生原因

取得価格が企業結合時の時価純資産を上回ったため、その超過額をのれんとして計上しております。

（3）償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその内訳

流動資産 1,844,051千円

固定資産 362,902千円

資産合計 2,206,953千円

流動負債 553,028千円

固定負債 45,000千円

負債合計 598,028千円

６．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

　みなし取得日が当第３四半期期末のため、当四半期連結損益計算書に被取得企業の業績は含まれておりませ

ん。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期利益金額及び算定の基礎は、

以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成24年６月21日
至　平成25年３月20日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成25年６月21日
至　平成26年３月20日）

（1）１株当たり四半期純利益金額 15円80銭 20円50銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 437,247 569,878

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 437,247 569,878

普通株式の期中平均株式数（株） 27,672,267 27,804,678

（2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 － 20円48銭

 （算定上の基礎） 　 　

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） － 16,359

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変更が

あったものの概要

　― 　―

　（注）前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している

潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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（重要な後発事象）

　借入金の借り換え　

　当社は、平成26年３月18日開催の取締役会決議に基づき、株式会社三井住友銀行をアレンジャー兼エージェン

ト、株式会社三菱東京UFJ銀行をコ・アレンジャーとするシンジケートローン契約を締結しております。

１．資金使途　　：　株式会社ぼん家具株式取得に係るブリッジローンの借り換え

２．借入先　　　：　株式会社三井住友銀行、株式会社三菱東京UFJ銀行、

株式会社みずほ銀行、三井住友信託銀行株式会社

３．借入金額　　：　2,000,000千円

４．契約締結日　：　平成26年３月26日

５．借入実行日　：　平成26年３月31日

６．返済期限　　：　平成33年３月31日

７．元本返済方法：　平成26年９月30日を第１回目として以降６か月毎143,000千円づつ返済し、残額141,000千

円を返済期限に一括返済する。

８．財務制限条項：①各事業年度末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額を、平成25年

６月期期末における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当する

金額、または直近の事業年度末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計

金額の75％に相当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持すること。

②各事業年度末日における連結損益計算書に記載される経常利益を２期連続して損失としな

いこと。

９．担保差入条項：　無し

　

　

 

２【その他】

　第66期（自　平成25年６月21日　至　平成26年６月20日）中間配当については、平成26年１月31日開催の取締役会

において、平成25年12月20日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いた

しました。

①配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　 　193,702千円

②１株当たりの金額　　　　　　 　　　　　　　　　7円00銭

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日　平成26年３月４日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成26年４月30日

株式会社キングジム

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 斎藤　昇

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 田中　敦

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社キング

ジムの平成25年６月21日から平成26年６月20日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成25年12月21日から平

成26年３月20日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年６月21日から平成26年３月20日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社キングジム及び連結子会社の平成26年３月20日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

　

利害関係　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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